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付は戦後のものと考えられるので、この点からも床のレンガは後に敷いたものである

可能性が高い。

　ひとつの可能性ではあるが、元々のリシン仕上げをやり直したとすれば、これは主

に外部に用いる仕上げ方法であり、倉庫であれば仕上げは必要ないので、地下 1階は

ピロティ状態で南側には開口部がなかったとも考えられなくはない。床仕上げは、巾

木や柱の取り合いなどを見る限り、当初のレンガが傷んで更新したというようには見

えない。レンガ敷きが戦後のものであるとすれば、地下の出入口は現在の床高に揃え

られているので後の改造ということになる。それは、現在納まっているスチールサッ

シが戦後のものであることからもわかる。

［写真 11］階段手摺の壁面への取付け

［写真 10］階段のササラ桁と床との取り合い［写真 9］柱と床の取り合い

　階段は、踏面に使用されている縞鋼板の模様が統一された現代の仕様なので、戦

後に更新されたものだろう。階段のササラ桁と床との取り合い［写真 10］を見ても、

ササラ桁の納まる部分のレンガを欠いて納めているので、階段はレンガ敷きよりも後

の施工であろう。階段手摺の支えも、壁を穿って納められているので後の施工である

［写真 11］。
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　南側の外構に目を移すと、バルコニーと外階段がある。階段との接続［写真 12］［写

真 13］を見る限りでは、コンクリートは一体的には打設されていないことがわかる。

階段の取付け部分のコンクリートは、粗骨材が多く［写真 13］、セメントが少なかっ

た昭和10年代後半の戦中期に見られる質感にも似ている。上塗りは30～40mm程あり、

バルコニーから階段まで一体的に仕上げられているようである［写真 12、14］。バル

コニーと階段は、取り付け部分で端部が揃っており［写真 13］、バルコニーを通って

階段に向かうには、手摺が邪魔をして一度地面に降りなければならない。手摺は、後

付けであると推定されるが、それにしても不自然である。また、バルコニーの端部に

は、バルコニーからアンカー状のボルトが出ているが、壁面には痕跡が見られないた

め、手摺用の支柱が建てられていた可能性もある。そうなると、バルコニーとしての

使用は、1 階室内からの出入りのみということになる。或いは、外からバルコニーへ

の侵入を防ぐものであったとも考えられる。バルコニーと外階段との取付け部分と外

階段の側桁の基礎部分に赤レンガ片が確認できる［写真 15］。ただし、斜面の土が流

失して浮いてしまい、それに伴って赤レンガ片も経年で失われたのか、すべてに見ら

れるわけではない。赤レンガ片は？× 106mm × 60mm 程度である。

　この他、南側の外壁には窓廻りに庇の痕跡が確認できる。

［写真 12］左側外階段、右側バルコニー ［写真 13］左側バルコニー、右側外階段

［写真 14］階段の上塗り ［写真 15］階段基礎の赤レンガ片
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B 棟考察

柱間の検討

　柱間は、前記のように階段の東西で大きく異なる。使い方に応じて変化させた推測

されるが、その理由は不明である。地盤等については未調査だが、階段西側に地下室

がないのは岩盤等の問題で難しかったという可能性もあるが、地下室のある部分とな

い部分で柱間を変えていることは事実である。西側端部の部屋の柱間は 6.5 ｍと特に

広く、用途に応じて意図的に変えていたことは事実と考えて良さそうなので、地下室

を確保するという問題と用途に応じた問題を同時に解決したとも言えそうである。

　一方で建設時期が違うという見方もないわけではない。B 棟は、旧東京第二陸軍造

兵廠火薬研究所の財務局 No.357 爆薬理学試験室で、昭和 12 年の『陸軍省 大日記 乙

輯 S12-2-34』の図では No.357 となっている。けれども、理化学研究所の提供資料（「板

橋分所施設配置図」、初出は財務省台帳）によると昭和 16 年竣工とある。この解釈に

は三通りある。一つ目は、昭和 12 年の地図［図 2］に描かれたものと同じであると

いう可能性、二つ目は既存建物に昭和 16 年に増築或いは改築をした可能性、三つ目

は全体を新築したという考え方である。2つの地図上では、規模はほぼ同程度である。

昭和 18 年の地図（板橋区役所提供資料）［図 3］では、No.357 と隣接する No.255 は

現在のように近接して描かれているが、昭和 12 年の地図では No.357 と No.255 の間

には大きな隔たりがある。これは理化学研究所の提供資料（「板橋分所施設配置図」、

初出は財務省台帳）によると、No.255（理化学研究所呼称 C、D、E 棟）の No.357 側

にある C棟は昭和 13 年築とされるので、昭和 12 年の地図に対して、新築された C棟

がその間を埋めたことになる。北側に建つ No.164 との関係を見ても、規模はほぼ同

程度と言って良い。昭和 9 年の『陸軍省 大日記 乙輯 S9 ～ 2.18』には、No.357 爆

薬理学試験室がない。つまり、昭和 9 ～ 12 年の間に建てられた建物が解体され、昭

和 16 年に新築されたとは考え難い。図が同じで規模であるとするならば、B 棟の地

下室を増築したのが昭和 16 年という考え方もある。けれども、この場合は柱間とは

無関係である。

　現状は、当初の外壁面の分割等の様子ははっきせず、地図上でも確証となるものは

ないが、柱間の違いは、建てた時期の違いという可能性はゼロではない。

［図 2］『陸軍省 大日記 乙輯 S12-2-34』 ［図 3］昭和 18 年の地図



資料 44

庇の検討

　西側端部の 6.5m の室の庇が最長なのは、単純に考えれば隣接する 255 号棟との接

続として、メインの出入口として使われていた可能性である。また、広い部屋なので、

多くの人が出入りする、大きなものを搬出入するということから長いとも考えられる。

地下室の天井面

　地下室の天井は、南側と東側が梁のハンチの勾配と並行するように天井も傾斜が付

けられている。型枠を考えると、水平垂直に型枠を設置した方がコンクリートの打設

が簡単に思えるが、意匠的な意味で地下の天井にこうした傾斜を施したのか、部屋の

用途による問題なのか、この点は明らかではない。例えば、特に窓よりは、南側壁面

が全面開放されていた方が有効だと考えられるが、採光の際に天井と壁面の取り合い

を直角にして暗部を生み出すよりは淡く天井面を照らすことができるので、室内から

室外へ、室外から室内へと至る際の空間や視線の広がりや動きは、傾斜面がある方が

効果的であろう。

バルコニーの検討

　バルコニーの手摺は、後に付加された可能性もある。或いは、当初はバルコニーで

はなく、庇として架けられていたとすれば、地下 1階の南側がピロティ状態であった

としても不思議ではない。ここをもし最初からバルコニーとするならば、パラペット

を少し立ち上げて、手摺の支柱を立てるとか、あらかじめ準備をするのが一般的であ

ろう。現在は、バルコニーにモルタルが塗り込まれており、壁面から端部に向かって

水勾配が取られている。もっとも、他の箇所の庇に比べると、少し短いという違いは

あるが、全体を他の箇所のように出してしまうと、柱を建てなければ支えられなくな

るので短いのだろう。作業上柱が邪魔であったとすれば、柱が不要な出幅で留める他

はない。当初、バルコニー側の 1階に掃出しの窓があったとしても、狭いバルコニー

に出る理由が見当たらない。外に出る必要性があったとすれば、気象観測施設のよう

に観測前の天候の確認であるとか、メンテナンス用のものであった可能性が高いのだ

ろう。とはいえ、特別メンテナンスが必要な開口部というのも思い当たらない。単に

南側に出たいだけであれば、室内を通っても時間や距離は大差ないだろう。

レンガの検討

　出典が不明ながら筆者が収集したコピーに「（特別寄稿）八木司郎：（旧東京砲兵工

廠銃砲製造所）第七　武器補給処十条支処の赤煉瓦に関する一考察」という文章があ

る。ここには、十条支処で確認された赤レンガの刻印が紹介されている。基礎に使

用されていたと考えられるレンガ片がバルコニー下に落ちているが［写真 16］、その
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表面には「○にホ」の刻印がある。これを照合すると、185 号棟（部品工作工場）で

同じものと思われる刻印が確認されている。同寄稿の一覧表によると、185 号棟は明

治 38 年の建築である。また、サイズは「？× 100 × 56」とあり、確認されたものは

226 × 100 × 56 ～ 60 程度なので長辺を除き近似する。しかしながら、ここで確認さ

れているものは「○にホ」であり、寄稿の拓本では「ホ」のみである。「カ」や「サ」「さ」

には、○内のものとそうでないものがあるので、バリエーションの違いに過ぎないか

もしれないが、同じものとは断定できない。

　この他、桜マークのレンガが発見されている。サイズは、225 × 110 × 60mm である。

［写真 16］レンガ片
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旧理化学研究所 CDE 棟（財務局台帳 255 号棟）

CDE 棟は、理化学研究所の提供資料によると、C 棟は昭和 13 年、D 棟は明治 40 年、E

棟は昭和 6年の建築である。

C棟

［図 4］壁体の図

［写真 17］左：8号室　右：9号室　廊下側壁面　木造下地とメタルラスが確認できる

　CDE 棟の壁体の種類、花崗岩による沓石の位置、庇の位置を書き込んだものが［図 4］

である。

　C 棟は、B 棟から入った中廊下部分の壁体がコンクリートブロックで構成されてお

り、これは比較的近い時代に設置されたものである。電気室にある庇と出入口は、コ

ンクリートブロックがない状態で、広い部屋として使用されていたことがわかる。

　7 号室、8 号室、9 号室の壁は、7 号室の西側と各室の外壁面を除き、腰は高さ約

900m がコンクリート、上部は木骨に鉄網（メタルラス）の上モルタル塗とする、木

骨モルタル塗の間仕切りであることが、痕跡［写真 17］と打音で確認された。壁が

コンクリートで、中まで詰まっていれば、手で叩いてもパチッという音がするだけだ

が、中が空洞のため壁全体に音が響き渡る。軽量鉄骨という用語自体は昭和初期には
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カタログ等でも確認できるが、『近代日本建築学発達史「建築材料」年表　1850 年～

1967 年』（建築学会 ,1969）によると、軽量鉄骨の生産は昭和 33 年に始まっている。

また、昭和 33 年 9 月に日本建築学会の機関誌である『建築雑誌』で「軽量鉄骨建築

の壁材とその接合法」という特集が組まれており、これらに先立って組合等が整備さ

れている。現在、鉄筋コンクリート造の間仕切り下地は軽量鉄骨だが、木骨モルタル

で組まれるのは昭和 30 年代頃までといえそうである。

　天井高は、桁行方向（中廊下）の中央から南北側に向かって勾配が取られている。

陸屋根なので、屋根面には水勾配が取られるが、C棟とD棟との境の廊下で確認すると、

天井の梁間の中央部分が 4470mm に対して、梁間の北側端部では 4376mm であり、4 ～

5m で約 90mm の天井高の差が出る勾配が取られている。同様のことは梁セイにも見ら

れる。9 号室［写真 18］は梁の下端の高さは 3994mm で同じだが、天井高は梁間中央

近くが 4430mm、北側端部が 4368mm で、これは 10 号室等も同様である［写真 19］。天

井面を傾斜させるというのは、中廊下側の梁セイが高く、その分ハンチの傾斜も強い。

つまり、中廊下側の柱で南北の広い部屋の空間を支えようとするため梁セイが内側ほ

ど高くなるということだが、梁セイの高さを天井に揃えて梁の下端の高さを変えるの

ではなく、梁下端の高さを揃えて、天井面全体を梁セイの高さに沿って傾斜を取って

いるということになる。

［写真 18］9 号室天井 ［写真 19］10 号室天井

［写真 20］暗室と床と開口部取り合い ［写真 21］9 号室と床と開口部取り合い
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　暗室［写真 20］及び 9 号室［写真 21］の床は、室内のレンガ敷きと巾木、建具の

納まりを見る限りでは、戦後の改修と考えられる。

　宿直室は、電気室との壁の天井の取り合いから見て戦後の増設である。

　電気室、宿直室、10 号室の廊下側の壁はコンクリートブロックで、表面も綺麗な

ため、戦後の増設である。また、8号室の廊下まで巾木が廻り、10 号室のコンクリー

トブロック壁面との段差で切断されている［写真 22］。巾木が 10 号室内部に向かっ

て廻っていることからも、10 号室の廊下側のコンクリートブロックが増設であるこ

とは明らかである。また、巾木の取り合いから、当初は電気室、宿直室［写真 23］、

10 号室は一体となった広い部屋であったと考えられる。

　9 号室の道路側開口部は、比較的古いスチールサッシが使用されているが、開口部

外周にはコンクリートを補修した跡があるため、戦後の改修であると考えられる。

　7号室の南側開口部の沓石下には、レンガが敷かれている［写真 24］。

［写真 22］廊下と 10 号室の壁面出隅部 ［写真 23］廊下と宿直室壁面出隅部

［写真 24］7 号室南側開口部沓石下のレンガ ［写真 25］東洋陶器のロゴマーク

　9 号室の手洗いには、東洋陶器のロゴマーク［写真 25］を確認することができる。

TOTO ミュージアムによると、このマークは昭和 7 ～ 36 年（戦中・終戦直後を除く）

に使用されていたもので、品質の優れた高級品に付けられたロゴマークであるとされ
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る。併せて、JIS マークも確認できる。このマークは、昭和 24 年制定の工業標準化

法に基づき制定された国家規格「日本工業規格」によって付されるもので、平成 17

年 9 月まで使用されていたものである。つまり、この手洗いは、昭和 24 ～ 36 年の間

に設置されたものであることがわかる。

D棟

　D 棟は、関東大震災による被害を記した配置図によると、255 号棟として一棟独立

して建っており、「第三光澤室」とある。ここでは、正面右寄りからトロッコと思わ

れる軌道の引き込みが描かれている。これが、現在室内に残る軌道跡であろう。また、

妻側中央部にも庇か軌道のような跡が描かれている。なお、震災の被害はなかったよ

うである。

　玄関部分の正面外壁は、赤レンガのイギリス積みで、サイズは 225mm × 105mm ×

57mm である。また、腰壁と上部壁とで荷重を受ける関係で積み方が変わるため壁厚

が異なるが、その繋ぎ部分の処理を正面背面［写真 26・27］共にモルタルで傾斜面

を作って納めている。

［写真 26］正面外壁腰壁 ［写真 27］背面外壁腰壁

［写真 28］正面柱型 ［写真 29］背面柱型
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　また、正面外壁に見られる C 棟との接続部分、E 棟との接続部分にある柱型［写真

28］と、玄関部分の出の少ない柱型は、当初のものを残して使用したものと考えられる。

柱型は、小口積みを基本とし、赤レンガの 1/4 を欠いた 165mm × 105mm × 56mm 程度

の役物レンガで端部を納めている。これは、背面の柱型［写真 29］も同様である。

　玄関部分を除く正面外壁は、腰壁が赤レンガ、上部はおそらく赤レンガの上にモル

タルを塗り込んでいると考えられる。赤レンガのサイズは、210 ～ 220 mm × 56 ～ 60 

mm ×？で、積み方は長手積みである。外壁は、厚さが 125mm 程度しかなく、赤レン

ガを積んだ外壁の内壁腰壁部分にモルタルを打っているとすると、レンガは幅 100mm

で 25mm 厚ということになるが、赤レンガを玄関の窓周りのように二丁掛とした幅の

サイズを 50mm 程度に欠いたものをタイル状貼っているのかどうかは明確ではない。

また、赤レンガのサイズは、当初と思われる部分とほぼ同じ大きさなので、目地が綺

麗に除去できるかどうかという問題はあるが、再利用である可能性は高い。

　小屋組は、鉄骨で組まれている。小屋組の時期は、大正 12 年の関東大震災の復興

時に架け替えられたものと推定される。現在、モルタルと想定されるもので野地板に

相当する部分を含めて母屋桁まで一体的に被覆されているが、小屋組と母屋桁を接続

するリベット［写真 30］は交換や切断されたような様子は見られないので、屋根の

防水は更新されているがそれ以外は震災後のままであると推定される。

　また、小屋組にはリベットが使用されている。関東大震災の復興で、帝都復興院及

び内務省復興局は都市の不燃化を進め、特に知られるところでは隅田川に架かる橋梁

が次々とリベット接合の鉄骨造橋梁に架け替えられるなどの背景がある。このことか

ら、1960 年代までは軒並み鉄骨とリベットという組み合わせが多く、この小屋組も

震災復興に伴うものであると推定される。

［写真 30］小屋組と母屋桁の接続部

　D棟には、小屋組を支える幅 125mm 程度の H型鋼の柱［写真 31］が、正面（会議室

北側の室の道路側）に 2 ヶ所、背面は室内側（会議室）に 1 ヶ所［写真 32］露出し

ている。正面は、室内外に露出しており、外部からは基礎の納まりも確認できる。基
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礎は、礎石にアンカーボルトを打ち、ベースプレートを付けて、鉄骨柱をアングル材

で押さえてリベット接合している。アンカーボルトはナットで留められている。ベー

スプレートを溶接していないことと、リベット接合であること、鉄骨表面に防腐処理

としてアスファルトが塗られていることなどから戦前期のものと考えられる。礎石の

下には割栗石の代用として赤レンガが敷かれている。

背面室内側の鉄骨柱は、壁体はレンガ造の当初のものが残り、腰回りにはモルタルが

塗られているため、レンガを積んだ内側に鉄骨柱を建てて腰壁を 125mm 厚でコンク

リートを打設したか、レンガの一部を欠いて鉄骨柱を納め、15mm 程度をモルタル仕

上げとしているのか、この辺りは不明である。

［写真 31］正面の H型鋼の柱 ［写真 32］会議室内の H型鋼の柱

［写真 33］玄関 4号室側の壁 ［写真 34］軌道の部屋と会議室との境 (腰部分 )

　D 棟の玄関と 4 号室［写真 33］、会議室の北側の桁行方向の内壁［写真 34］は、躯

体はレンガ造であることが痕跡から確認できる。玄関と 4号室との間の内壁は、躯体

は赤レンガで壁厚は 380mm あるが、腰部分の H=900mm がモルタル塗の上白色塗装、上

部は 15mm 程度の厚みの化粧漆喰塗仕上げである。軌道跡の残る室は、下端から化粧

漆喰塗仕上げである。

　D 棟の軌道跡が残る室は、室内側と C 棟廊下側の両側の壁が小屋組の梁下部分まで
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ふかされている。軌道跡が残る室内側には、1990 年製の分電盤が埋め込まれており、

分電盤への配線はすべて隠されているため、この壁はこの頃に設けられたものと考え

られる。壁は、LGS下地に 12.5mm と 9.5mm のプラスターボードを 2枚貼りとしている。

［写真 35］D 棟小屋組 ［写真 36］家政大学 22 号棟

［写真 37］家政大学 58 号棟 ［写真 38］古いジプトーン

　小屋組は、ワーレントラスに鉛直材が付く形である［写真 35］。トラスの勾配は異

なるが、形状としては家政大学 22 号棟のものと同じである［写真 36］。また、母屋

桁の納まりや天井裏を化粧として母屋桁を被覆する仕上げも共通する。さらに、部分

的に水平ブレースを屋根の傾斜面に入れる仕様も共通している。トラスの形状だけで

言えば、58 号棟とも共通する［写真 37］。58 号棟は、レンガ造に木造小屋組であっ

たものが、関東大震災後に改修されて鉄骨の小屋組となったと考えられるが、同様に

鉄骨ワーレントラスに鉛直材が付く小屋組が納められている。ただし、元々の木造小

屋組の母屋桁を転用しているため、トラスの傾斜面にアングル材を付けて母屋桁を受

けている。この点は、他の 2棟とは違う。

　4号室の天井は、昭和 30 ～ 40 年代頃に見られた古いジプトーン［写真 38］である。

　会議室の南側に付く庇は、鉄骨を組んで壁面にボルトで接合されているが、その他

の接合部はリベット接合であり、時代としては明治というよりは関東大震災後の復興
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時期に行われたものだろう。なお、C棟、E棟との接続は、D棟のレンガ壁体に対して、

C棟、E棟側に RC のフレームを添わせる格好となっている。

E棟

　1 号室の出入口部分の壁は、現在ははつったことによって壁が破損したままの状態

で残されている。その切断面を見ると、室内に向かって左側の壁面は窓のすぐ脇から

コンクリートブロックが 3号室等の開口部の高さと同じ程度まで積まれ、その部分は

廊下側に 20mm 程の厚みでモルタルが塗られていることがわかる。また、上部垂れ壁

は鉄筋が露出していることから鉄筋コンクリート造であることがわかる。一方で、右

側は、下部にも鉄筋を切断した様子が確認できるため、鉄筋コンクリート造であるこ

とがわかる。このことから、当初の開口部から一旦右側を基点にして左側に壁を設け

て幅の狭い開口を設け、その後、大型の設備を導入する際に、現在のように内壁をは

つったものと想像される。

　2 号室は、柱間で 4 スパン分あるが、現在は 2 スパンで木造の壁を設けて 2 室とし

ている。区切った東側の室は、昭和 37 年 4 月の小糸工業株式会社 RC-2 型の大型の設

備機器が導入されている。この室は、開口部の上部をはつった跡があり、床は嵩上げ

されている。これは、昭和 37 年の機械を入れたことに伴う改修であろう。床材は、

床を嵩上げした際の改修だが、いわゆる Pタイルと呼ばれる塩ビタイルが使用されて

いる。塩ビタイルは、2号室の西側半分（床嵩上げ共）、1号室、会議室なども色は違

うが使用されており、同時期の更新と考えられる。

　天井材は、1 号室は古いジプトーンが使用されているが、D 棟の 4 号室のものより

は新しい仕様である。廊下の天井高は、C棟と同様で、外壁に向かって下がっており、

廊下内壁側 4369mm、廊下外壁側 4342mm で、1.5m 程で 27mm 下がっている。

　1 号室の南側の開口部は、現在はスチールサッシが納まっているが、これが当初の

ものであると推定される。2 号室、3 号室も同じ大きさの建具が納まっていた痕跡は

外壁側に残っているが、現在はほとんどが埋められ、アルミサッシが納まっている。

C、D、E棟の考察

大きな改造時期

　C、E棟は、巾木が同じものであり［写真 39］、野口研の火薬研究所も同様のものが

使用されている。けれども、旧火薬研究所本館が階段の巾木を人造石研ぎ出しとして

いるように［写真 40］、元は人造石で、後に全体をモルタル塗の巾木とした可能性も

ある。建設時期がそれぞれ違いながら、3 棟がほぼ同じモルタル巾木の仕様で、経年

変化の状態も共通するという点から見ると、同時期に直しているのではないかという

疑問もある。
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　パナソニックのホームページによると、日本初のプッシュ式インターホンをナショ

ナル（現・パナソニック）が発売したのが昭和 35 年、同じものかどうかは明らかで

はないが C 棟で確認されたのはナショナル製のトランジスターインターカム（プッ

シュ式インターホン）である。4 号室の天井に見られたジプトーンは、昭和 30 ～ 40

年代の建物に使用例が確認される古い模様のものである。9号室の手洗いは、昭和 24

年から 36 年の間に製造された製品である。3 号室にある手洗い［写真 41］は、ロゴ

から昭和 37 年から 44 年に製造されたものである。D 棟に見られる東芝製の陶器製ブ

レーカーヒューズボックスのロゴマーク［写真 42］は、昭和 25 年から昭和 58 年ま

で使用されたものである。年代の確認できた分電盤は、清家電機株式会社製で昭和

35 年 9 月製造である。2号室と 3号室の間の部屋に導入された大型の機械は、小糸工

業株式会社製で昭和 37 年 4 月製造である。この機械が導入されたことに伴う改造と

思われる床材の同仕様の塩ビタイルが他の室でも使用されており、昭和 30 年代から

40 年代にかけて、こうした大型の機械を導入するようになり、電気容量を切り替え

るとか、手洗いや薬品の清掃で衛生設備が必要になり、昭和 30 年代後半に大きな改

造を加えているのではないだろうか。また、大型の機械を導入することで、大型の電

気室が必要となり、高額な機器を常駐で管理するために宿直室を設けるなど、広い部

屋を細分化して使用するようになったということも推測される。

［写真 39］E 棟巾木 ［写真 40］火薬研究所　階段取り合い巾木

［写真 41］3 号室の手洗い ［写真 42］陶器製ブレーカーヒューズボックス
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　庇は、［図 5］に示すように、D棟の南側鉄骨で組まれたものや、後年増設されたも

のもあるが、正確な年代は不明である。［図 5］に示した位置にあるものは、当初よ

りあると考えられる花崗岩の沓石と合わせて残るため、建設時からあったものである

と考えられる。

廊下及び天井面の検討

　E 棟の廊下の梁のハンチは、火薬研究所に比べてハンチが長く、ハンチが両側から

伸びてくるため特に中央部の梁セイが極端に低い。C棟の通路の梁にはハンチがない。

巾木の検討

　巾木は、C 棟、E 棟は同じ仕様で、モルタル塗の巾木と考えられる。D 棟は、近年

のビニール製の付け巾木が一部に確認できる。C棟、E棟は、建設時期が 7年違うため、

同時にすべてを改修したのか、別々の時期に類似させて仕上げたのか、この点につい

ては明らかではない。

　巾木と建具の納まりとしては、C 棟と D 棟との接続部分や暗室の出入口、3 号室の

出入口、7 号室の外部への扉等の建具のように、元々は建具が端部に付く外付けであ

れば、巾木が壁面の小口を廻り込むようにして取付くため、他の箇所は後の改修とい

うことになる。例えば、9 号室は、8 号室側の出入口と D 棟側の出入口は共に壁の小

口全体に枠を回すようにして、建具を外付けとしている。

沓石の検討

　沓石は、花崗岩である。石は、経年変化して滑らかになって行くが、数年での設置

の差は、さほど見た目に変化が出ないと考えられるので、同じ時期に出入口の沓石を

直したのか、各々の棟で別々に設置したのか、具体的なことは不明である。沓石が設

庇の検討

［図 5］壁体と庇の図
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置されている部分は、戦前からの開口部の位置であることは間違いないだろう。

　この点から見ると、D棟の西端部には現在トイレが付くが、この部分に残る沓石は、

昭和 13 年の地図に見られた 260 号棟（渡り廊下＝昭和 18 年の地図に記載）を挟んで

254 号棟と接続していた痕跡であることがわかる。

　また、C 棟と D 棟、D 棟と E 棟を繋ぐ部分にも沓石が見られる。D 棟は、前記のよ

うに関東大震災の被災状況を示した地図を見る限りでは、元々独立した建物であった

ことがわかる。正面に出入口があり、西面にも庇のような絵が描かれているが位置は

現在とは違っているので、建設当初は現在の西側の出入口はなかったのだろう。つま

り、C棟、E棟を増築した際に開口部を設けて沓石を設置したものと推定される。

B～ E棟の構造

　旧理化学研究所内の施設、旧野口研究所内の施設は、旧東京第二陸軍造兵廠火薬研

究所の施設である。これらの整備は、関東大震災による被害後に再編された際の姿を

残している。旧東京第二陸軍造兵廠火薬研究所施設の調査は、板橋区で調査団を編成

して報告が為されているが、これらもほとんどが鉄筋コンクリート造である。

　構造が鉄筋コンクリート造である理由は、単純に関東大震災によるレンガ造の倒壊

や木造の火災等の被害を受けたものであることは事実である。その背景には、震災復

興と都市の不燃化があったが、これ以前からあった法令と関係があるのでそれだけ触

れておきたい。

　第一次世界大戦後の好況で、全国の都市が急速に都市化を始めたことに対応して、

都市計画法と共に、「市街地建築物法」（大正 8年 4月 4日法律 37 号）が制定され、「市

街地建築物法施行令」（大正 9年 9月 29 日勅令第 438 号）、「市街地建築物法施行規則」

（大正 9年 11 月 9 日内務省令第 37 号）でその詳細が示される。

　施行令第 5条の高さの規定ではコンクリート造は石造に含まれており、施行規則で

は第 1 条 10 項不燃材料としてコンクリート、13 項で壁体の耐火構造として厚さ 4 寸

以上の鉄筋コンクリート造、14 項で床又は屋根の耐火構造として鉄筋コンクリート

造、鉄骨を有する鉄筋コンクリート造、15 項で柱の耐火構造としてコンクリート造

や鉄筋コンクリート造他の記述、第 30 条の防火壁の構造では 5 項で 3 寸 5 分以上の

鉄筋コンクリート造などの記述がある。また、第 3には「石構造、煉瓦構造及び「コ

ンクリート」構造」があり、第 71 条では建物の壁体がコンクリート造の場合に第 63

条から第 70 条の適用に関してレンガ造と見なすと記されるなど、石とコンクリート、

レンガとコンクリートが同等と見なされていることがわかる。

　第 5は「「鉄筋コンクリート」構造」で、第 88 条から第 94 条まで規定されている。

第 88 条 3 項には鉄筋コンクリート造に使用するコンクリートにレンガ屑や石炭燼（石

炭カス）を使用しないよう記されている。これは、当時、レンガ屑コンクリートなど
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と言われ、粗骨材の代用として使用されていたためである。関東大震災で大量に生じ

た旧火薬研究所のレンガ片は、震災復興時の旧火薬研究所では鉄筋コンクリート造の

基礎下に敷く敷き込み砂利の代用に使用されていたことが確認されたが、大量に必要

な躯体の粗骨材の代用としては法規的に混ぜられなかったということと、それが構造

的に問題であるということが知られていたために、そうせざるを得なかったというこ

とでもある。また、市街地建築物法施行規則では、第 64 条でレンガ壁を内壁とする

場合の壁厚などが示されており、大正 13 年 6 月の改正ではレンガ造部分も一部改正

されている。

　見方を変えれば、レンガが大量に出てしまって処理しきれないことと、建設費を節

減するために、関東大震災で破損しなかったレンガ造の建物をコンクリートや鉄骨で

補強しながらそのまま転用したとも考えられる。

　市街地建築物法は、関東大震災後にも改正されず、昭和 9年 4月、昭和 13 年 3 月、

昭和 22 年の改正を経て、建築基準法が施行されたことに伴い、昭和 25 年 11 月 23 日

に廃止された。市街地建築物法施行令は、大正 12 年 8 月、関東大震災を経て大正 13

年 6 月、同年 10 月、昭和 4年 6月、昭和 6年 11 月、昭和 8年 12 月、昭和 9年 12 月、

昭和 14 年 1 月の改正を経て、同じく昭和 25 年 11 月 23 日に廃止された。市街地建築

物法施行規則は、同様に各種構造と構造強度に関して度々改正されている。

　なお、旧火薬研究所の一部建物が第二次世界大戦後に住宅として利用されたのは、

昭和 20 年 11 月 21 日に公布され、ただちに施行された住宅緊急措置令（勅令第 641 号）

と住宅緊急措置令施行細則（閣令第 58 号）に基づくものであろう。住宅緊急措置令

は、「軍」の文字は見られないが、内地に引き揚げた戦災者等の住宅として、罹災建物、

その他の建物（寄宿舎、空き住宅、これに準ずべき住宅を含みこれら以外の住宅を除

く）、住宅として使用できる建物以外の工作物（建物）で、当時使用していないもの

や使用の余裕があると認められるものを住宅として使用するというもので、これは当

時使用されていなかった軍事関係の施設の住宅への転用を意図としていたものであろ

う。
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5. 文化財関連法規

（１）文化財保護法（抄録）

 （昭和 25 年 5 月 30 日法律第 214 号）

　最終改正：平成 30 年 6 月 8 日法律第 42 号

（この法律の目的）

第一条　この法律は、文化財を保存し、且つ、その活用を図り、もつて国民の文化的

向上に資するとともに、世界文化の進歩に貢献することを目的とする。

（文化財の定義）

第二条　この法律で「文化財」とは、次に掲げるものをいう。

　一　建造物、絵画、彫刻、工芸品、書跡、典籍、古文書その他の有形の文化的所産

で我が国にとつて歴史上又は芸術上価値の高いもの（これらのものと一体をなしてそ

の価値を形成している土地その他の物件を含む。）並びに考古資料及びその他の学術

上価値の高い歴史資料（以下「有形文化財」という。）

　二　演劇、音楽、工芸技術その他の無形の文化的所産で我が国にとつて歴史上又は

芸術上価値の高いもの（以下「無形文化財」という。）

　三　衣食住、生業、信仰、年中行事等に関する風俗慣習、民俗芸能、民俗技術及び

これらに用いられる衣服、器具、家屋その他の物件で我が国民の生活の推移の理解の

ため欠くことのできないもの（以下「民俗文化財」という。）

　四　貝づか、古墳、都城跡、城跡、旧宅その他の遺跡で我が国にとつて歴史上又は

学術上価値の高いもの、庭園、橋梁 、峡谷、海浜、山岳その他の名勝地で我が国に

とつて芸術上又は観賞上価値の高いもの並びに動物（生息地、繁殖地及び渡来地を含

む。）、植物（自生地を含む。）及び地質鉱物（特異な自然の現象の生じている土地を

含む。）で我が国にとつて学術上価値の高いもの（以下「記念物」という。）

　五　地域における人々の生活又は生業及び当該地域の風土により形成された景観地

で我が国民の生活又は生業の理解のため欠くことのできないもの（以下「文化的景観」

という。）

　六　周囲の環境と一体をなして歴史的風致を形成している伝統的な建造物群で価値

の高いもの（以下「伝統的建造物群」という。）

２　この法律の規定（第二十七条から第二十九条まで、第三十七条、第五十五条第一

項第四号、第百五十三条第一項第一号、第百六十五条、第百七十一条及び附則第三条

の規定を除く。）中「重要文化財」には、国宝を含むものとする。

３　この法律の規定（第百九条、第百十条、第百十二条、第百二十二条、第百三十一

条第一項第四号、第百五十三条第一項第七号及び第八号、第百六十五条並びに第

百七十一条の規定を除く。）中「史跡名勝天然記念物」には、特別史跡名勝天然記念
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物を含むものとする。

（政府及び地方公共団体の任務）

第三条　政府及び地方公共団体は、文化財がわが国の歴史、文化等の正しい理解のた

め欠くことのできないものであり、且つ、将来の文化の向上発展の基礎をなすもので

あることを認識し、その保存が適切に行われるように、周到の注意をもつてこの法律

の趣旨の徹底に努めなければならない。

（国民、所有者等の心構）

第四条　一般国民は、政府及び地方公共団体がこの法律の目的を達成するために行う

措置に誠実に協力しなければならない。

２　文化財の所有者その他の関係者は、文化財が貴重な国民的財産であることを自覚

し、これを公共のために大切に保存するとともに、できるだけこれを公開する等その

文化的活用に努めなければならない。

３　政府及び地方公共団体は、この法律の執行に当つて関係者の所有権その他の財産

権を尊重しなければならない。

（管理方法の指示）

第三十条　文化庁長官は、重要文化財の所有者に対し、重要文化財の管理に関し必要

な指示をすることができる。

（所有者の管理義務及び管理責任者）

第三十一条　重要文化財の所有者は、この法律並びにこれに基いて発する文部科学省

令及び文化庁長官の指示に従い、重要文化財を管理しなければならない。

２　重要文化財の所有者は、当該重要文化財の適切な管理のため必要があるときは、

第百九十二条の二第一項に規定する文化財保存活用支援団体その他の適当な者を専ら

自己に代わり当該重要文化財の管理の責めに任ずべき者（以下この節及び第百八十七

条第一項第一号において「管理責任者」という。）に選任することができる。

３　前項の規定により管理責任者を選任したときは、重要文化財の所有者は、文部科

学省令の定める事項を記載した書面をもつて、当該管理責任者と連署の上二十日以内

に文化庁長官に届け出なければならない。管理責任者を解任した場合も同様とする。

４　管理責任者には、前条及び第一項の規定を準用する。

（所有者又は管理責任者の変更）

第三十二条　重要文化財の所有者が変更したときは、新所有者は、文部科学省令の定

める事項を記載した書面をもつて、且つ、旧所有者に対し交付された指定書を添えて、

二十日以内に文化庁長官に届け出なければならない。

２　重要文化財の所有者は、管理責任者を変更したときは、文部科学省令の定める事

項を記載した書面をもつて、新管理責任者と連署の上二十日以内に文化庁長官に届け

出なければならない。この場合には、前条第三項の規定は、適用しない。
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３　重要文化財の所有者又は管理責任者は、その氏名若しくは名称又は住所を変更し

たときは、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、二十日以内に文化庁

長官に届け出なければならない。氏名若しくは名称又は住所の変更が重要文化財の所

有者に係るときは、届出の際指定書を添えなければならない。

（管理団体による管理）

第三十二条の二　重要文化財につき、所有者が判明しない場合又は所有者若しくは管

理責任者による管理が著しく困難若しくは不適当であると明らかに認められる場合に

は、文化庁長官は、適当な地方公共団体その他の法人を指定して、当該重要文化財の

保存のため必要な管理（当該重要文化財の保存のため必要な施設、設備その他の物件

で当該重要文化財の所有者の所有又は管理に属するものの管理を含む。）を行わせる

ことができる。

２　前項の規定による指定をするには、文化庁長官は、あらかじめ、当該重要文化財

の所有者（所有者が判明しない場合を除く。）及び権原に基く占有者並びに指定しよ

うとする地方公共団体その他の法人の同意を得なければならない。

３　第一項の規定による指定は、その旨を官報で告示するとともに、前項に規定する

所有者、占有者及び地方公共団体その他の法人に通知してする。

４　第一項の規定による指定には、第二十八条第二項の規定を準用する。

５　重要文化財の所有者又は占有者は、正当な理由がなくて、第一項の規定による指

定を受けた地方公共団体その他の法人（以下この節及び第百八十七条第一項第一号に

おいて「管理団体」という。）が行う管理又はその管理のため必要な措置を拒み、妨げ、

又は忌避してはならない。

６　管理団体には、第三十条及び第三十一条第一項の規定を準用する。

第三十二条の三　前条第一項に規定する事由が消滅した場合その他特殊の事由がある

ときは、文化庁長官は、管理団体の指定を解除することができる。

２　前項の規定による解除には、前条第三項及び第二十八条第二項の規定を準用する。

第三十二条の四　管理団体が行う管理に要する費用は、この法律に特別の定のある場

合を除いて、管理団体の負担とする。

２　前項の規定は、管理団体と所有者との協議により、管理団体が行う管理により所

有者の受ける利益の限度において、管理に要する費用の一部を所有者の負担とするこ

とを妨げるものではない。

（滅失、き損等）

第三十三条　重要文化財の全部又は一部が滅失し、若しくはき損し、又はこれを亡失

し、若しくは盗み取られたときは、所有者（管理責任者又は管理団体がある場合は、

その者）は、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、その事実を知つた

日から十日以内に文化庁長官に届け出なければならない。


